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　日本の国内工場から元気がなくなっている。工
場縮小、工場撤退、海外生産移管など、国内工場
の周りは暗い話題ばかりだ。地元経済を支えてい
た主力工場がなくなったことでゴーストタウン状
態になってしまった企業城下町もある。こうした
状態を放置したまま、いくら政府や日銀がアベノ
ミクスに力を入れても日本の景気は浮揚していか
ない。
　技術開発力、生産技術力、品質管理能力、現場
改善力、どれをとっても日本の工場は世界一とい
える。工場従業員の改善努力も並大抵のものでは
ない。それにもかかわらず、なぜ日本のモノづく
り工場はこれほどまでに存在意義をなくしている
のであろうか。日本工場への逆風をはね返すため
にも、日本工場の強みを最大限に発揮し、儲かる
工場に生まれ変わらせるためのカリスマ工場長の
出現が望まれる。
　本稿ではカリスマ工場長が押さえておくべき経
営の極意を伝授したい。実際に工場長をされてい
る方だけではなく、工場で働く全員が自らをカリ
スマ工場長に置き換えて考えてほしい切り口を網
羅した。

全体最適ではなく全体最大で考える

　企業経営の世界では、「Total　Optimization　
（全体最適）」の追求が重視される。読者の企業で
もこの言葉を口にする経営者も多いのではないか。
ところが、「最適」という言葉ほど現場社員にとっ
てわかりにくい言葉はない。現場からみると何を
もって「最適」とするかがはっきりしないからだ。
最適在庫、最適リードタイム、最適利益、最適人
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数、いずれの用語にも最適という形容詞をつける
ことは簡単だが、「最適」を数値目標におとすこと
は難しい。
　経営的な意味での全体最適とは、工場が潜在的
に稼ぐことができる「最大」の付加価値を顕在化
させることである。工場長の役割は「最大付加価
値」をどう生み出すかにある。誤解を生まないよ
うに補足説明すると、この場合の「付加価値」と
は、頭脳労働や価値の高い仕事をするという意味
ではない。会計用語の「付加価値」、すなわち売上
から外部費用を引いたものである。TOC（制約条
件理論）では「スループット」と呼んでいる。
　工場が生み出す付加価値（スループット）を最大
化するにはどうすればいいか。工場長は常にこの
ことを意識して行動しなければならない。それが
カリスマ工場長への第一歩だ。以下に、そのため
の基本アプローチを紹介する。

原価低減活動だけでは
付加価値は増えない

　工場の改善活動といえば、製造原価低減を目的
として行われることが多い。しかし、いくら工場
現場が努力して製造原価を下げても付加価値（売上
－外部流出費用）は生まれない。工場長はこのこと
を理解しておく必要がある。
　工場で管理すべき経費と原価（どちらも英語では
コスト）には、大きく３つある。工場経費、材料原
価、製造原価である。最初にこれらのコストの違
いを正しく理解しておくことが求められる。
　工場経費とは、工場全体で発生している経費の
集計のことを指す。工場の設備費（減価償却費）、
人件費、光熱費などの発生費用を合算したもので
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ある。工場で稼いだ付加価値から工場経費を引い
たものがその工場で得られる利益となる。工場利
益創出のための手っ取り早い対策は工場経費を削
減することだ。
　これは原価低減活動というよりもリストラであ
る。短期的に利益を確保したい経営者ほどリスト
ラを仕掛けようとする。ただし、リストラは生産
能力の低下や社員の意欲低下を生み出す可能性が
あり、結果的に付加価値を落とす可能性も高い。
いわゆる縮小均衡状態だ。リストラは付加価値を
増やす材料がない場合以外は極力さけるべき施策
といえる。日本の多くの大企業経営者がこの原則
を忘れてしまい、リストラによる利益確保策に走
ったことが現在の日本の工場の苦戦を生んでいる。
　リストラに頼らないで利益改善するためには付
加価値を増やさねばならない。工場サイドで行え
る方策の１つが部材費、すなわち材料原価の低減
だ。材料原価の低減は設計見直し、値引き交渉な
どによって行われる。少しでも材料原価を低減で
きればその分の付加価値が増えて、利益も改善す
る。
　ただし、材料原価低減はやりすぎると不良品発
生などの品質低下を起こす心配がある。また、下
請企業に対する理不尽な値下げ交渉（買い叩き）は、
下請法や公正取引委員会で厳しく監視されるよう
になったので簡単には行えない。
　材料原価は次の製造原価と足し合わせることで
個別製品の製品原価になる（図１）。材料原価の低
減が難しいのであれば、工場で対象製品をつくる
費用、すなわち製造原価を下げればいいのではと

考える工場関係者も多い。これが個別製造原価の
低減活動で、その実現のために現場改善活動を強
化して生産効率を上げようとする工場もよく目に
する。
　ところが、いくら現場改善活動を行って個別製
品の製造原価を下げてもそのまま工場（企業）全体
の利益（付加価値）には反映されない。この問題が
工場の抱える最大のジレンマである。製品製造原
価は作業工数に工数単価をかけて計算するが、こ
の計算式は見積用の目安計算としてつくられたも
ので原価低減のためではない。原価低減活動によ
って作業工数を減らすと、見た目には対象製品の
製造原価が減ったようにみえるが、これは仮の計
算値である。減った分の工数費用はのちに原価差
異という形で工数単価アップとしてはね返ってく
る。そのため工場全体では減額にならない。もう
少し簡単にいえば、いくら対象製品の製造工数を
減らしても、工場全体の経費や付加価値には何の

図１　製品原価の計算方法

図２　悪い現場改善活動フロー

・製品原価は材料原価と製造原価を足したもの
・材料原価：個別の製品ごとに使用された材料費を積み上げる
・製造原価：人件費や製造経費部分を工数単価を使って配賦計算する
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現場改善や生産変動によって総直接作業時間の計画と実績に差が出た場合は、
工数単価にずれが生じる。この差は期末に原価差異として修正される

生産効率の向上が、生産量の拡大ではなくリストラによる人員削
減だとわかれば現場の士気が低下し、工場は次第に荒れてくる
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産シフトしていることは起きていないであろうか。
これらの施策で費用が外部流出されるとその分の
生産（付加価値）が減ることになる。こうした対応
をとっている企業は儲けることが難しい。自分で
できる作業は自分でする。これが付加価値を確保
するための基本原則である。

生産管理の強化で付加価値を稼ぐ

　生産能力向上も内製化推進も行ったが、付加価
値が思ったほど増えていかない。こうした企業が
陥っていることが多い問題に生産変動問題がある。
図５のようにいくら生産能力があっても生産オー
ダーがばらついてしまっては生産能力を発揮でき
ず、余分な外部流出費用が発生する可能性がある。
付加価値を確保するためにはできるだけ生産を平
準化して空き時間のない生産をする必要がある。
下請企業に代表される受注生産企業ではこの問題

影響も与えないので、利益にはつ
ながらないという意味である。
　このように工場現場が必死にな
って現場改善活動に取り組んだだ
けでは利益向上につながらない。
むしろ、空いた工数が顕在化する
ことでリストラを誘発して士気が
低下するといった事態に追い込ま
れかねない。図２に示した悪い現
場改善活動フローである。現場改
善を指導したコンサルタントへの
反発が渦巻いている工場もある。

付加価値を増やすためには
何をするか

　工場が付加価値を増やすために
すべきことは何か。この成果を表
す言葉に「労働生産性」がある。
労働生産性とは工場全体の付加価
値総計を従業員数で割ったもの、
１人当たりの付加価値のことを指
す。工場スローガンとしてよく用
いられる生産性向上は、工場の力
を結集して１人当たり付加価値を
向上させるという意味になる。生産性向上は製造
工数削減のような単なる生産効率向上だけを意味
しているわけではない。また、従業員をリストラ
しても労働生産性は向上するが、それは本来目的
である付加価値向上にはつながらない。あくまで
付加価値向上あっての生産性向上だ。
　工場の付加価値向上（生産性向上）活動のベース
は生産能力向上にある。その実現のために行う活
動が良い現場改善活動フローだ（図３）。ただし、
いくら生産能力を増やしても生産量が増えずに付
加価値も上がらない現場改善活動は工場経営的に
は意味をなさない。改善活動で付加価値を上げる
ためには、工場の生産能力向上に合わせて生産自
体も増やす必要がある。
　工場の生産を高めるための施策の１つに内製化
の推進がある（図４）。読者の会社では外注会社の
方が単価が安いとか、自社内では納期が心配だと
いった理由で安易に外注会社や海外メーカーに生

図３　良い現場改善活動フロー
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図４　内製化による利益創出
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に直面しているケースが多い。この問題を回避す
るためには次に掲げるような生産計画面での対策
が求められる。
・生産が少ない期間は稼働を確保するために在
庫品や長納期品の前倒し生産を行う（図６）
・ネック工程が遊ばないように、ネック工程の

　カリスマ工場長は、自工場がこの罠に陥って本
来稼げる付加価値が損なわれていないか常に監視
すべきである。日本の上場製造業者の過半は実質
無借金状態にある。たとえ借入金があってもアベ
ノミクスのマイナス金利政策で、借入金の金利は
低い水準にある。こうした状況下で必要以上に在

前にバッファ在庫を置く
・受注生産品の生産変動の合間に計画在庫品の
生産を行って生産変動の隙間を埋める（図７）

・取引先企業の生産・販売状況を独自分析し需
要変動に備える

　いずれの対策も在庫品の活用がカギを握ってい
る。ところが、日本の工場には「在庫は悪」とい
う思い込みが浸透していて在庫活用を持ち出しに
くい雰囲気がある。死蔵品やムダな在庫は減らす
必要がある。しかし、在庫削減に取り組み過ぎる
ことで生産平準化を支えるべき有意味な在庫まで
を削減しては本末転倒である。

図５　生産稼働がばらつくと付加価値が増えない

図６　前倒し生産による平準化
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図７　計画在庫品を用いた平準化生産の実現

あらかじめ受注生産品の生産枠を確保し、余った分で計画品の在庫生産を
する。このことで工場の稼働率を向上させていく
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庫を絞り込む必要はない。
　この施策はそのまま下請部品会社からの部品購
入原価低減とも連動する。親会社が計画的な在庫
保持によって発注変動を抑制すれば、下請会社の
稼働が平準化され納入価格を低く抑えることがで
きる。
　生産平準化を実現するためには生産管理システ
ムの活用もかかせない。ところが、生産管理シス
テムが採用しているMRPは当初計画通りに生産
するための管理手法であり、ロジック的に生産平
準化対応を苦手としている。この状態を放置した
ままでは生産管理システムの活用による生産平準
化は実現できない。MRPはそもそも計画変更の多
い日本の工場との相性が悪く、生産管理システム
は生産伝票発行機としてしか使っていない日本工
場も多い。経営者から高い金を出して構築した生
産管理システムが期待通りの効果を上げていない
という指摘を受けている工場長もいるのではない
か。最近はこうした工場からの生産管理システム
活用のコンサルティング依頼が増えている。

工場長が営業部門を巻き込む

　利益の上がる工場にするには、生産能力を最大
限に発揮する、別の言い方をすれば工場稼働を高
く維持することが重要となる。この問題は工場の
努力だけでは解決できない。営業がどれだけたく
さん売ってくれるかがカギを握っている。営業と
の調整もカリスマ工場長の重要な責務である。
　筆者の経験では、日本の製造業の営業関係者で、

紹介してきたような工場の損益管理問題を正しく
理解している人は少ない。生産管理理論に関して
も勉強したことがある人は限られている。営業の
役割は受注を増やすことと、顧客からの価格や納
期要求を工場に伝言することくらいにしか感じて
いない人がほとんどだ。
　工場の稼働率向上も稼働調整（生産平準化）も営
業が先頭に立って顧客交渉や在庫調整しなければ
うまく機能しない（図８）。現在の日本の製造業で
はこのことが欠けているように思える。売り手市
場だった高度成長期は営業が動かなくても安定稼
働を実現していた工場も多い。しかし、低成長時
代の現在はこうしたことはありえない。営業が工
場のことを考えずに営業活動をしているような製
造業がじり貧状態に押し込まれるのは必然といえ
る。
　営業や経営者にこの問題を正しく伝え、安定稼
働体制を確立することは工場長にしかできない。
この橋渡しができてこそはじめてカリスマ工場長
といえる。

参考文献
「誰も教えてくれない『工場の損益管理』の疑問」本間峰一著、日
刊工業新聞社

筆　者：ほんま　みねかず
　　　　㈱ほんま コンサルティング事業部　
　　　　代表取締役、中小企業診断士
E-mail：m.homma@mbf.nifty.com

図８　工場の付加価値を増やすには
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㈱ナカハラは 0．9 mmからの薄板板金加工を得
意とする板金加工メーカーだ。3DCAD/CAMを
活用した設計から、レーザ加工、曲げ加工、塗装、
溶接、組み立てまでをすべて社内で一貫で対応し
ている。主な加工部品は建設機械、また輸送機関
連部品で、関西圏を中心に多くの顧客を抱える。
長年エクセルなどで作成した計画表を元に生産し
てきたが、月産のアイテム数 7，000以上、生産数
も 70，000個以上に上るなか、現場の負担軽減と
納期厳守を目指し、2008年に生産管理スケジュ
ーラー「FLEXCHE（フレクシェ）」、2010年に
は板金加工に特化した生産管理システム「APC
21」を導入。両システムを連携させることで多品
種少量生産の状況をリアルタイムに把握。現場の

負荷軽減と、納期遵守に成功している。

建設機械メーカーの躍進とともに発展

同社の創業は 1940年。2020年で 80周年を迎
える老舗メーカーだ。「設計から組み立てまでの
一貫生産の体制を社内で構築することで、多くの
お客様に引き合いをいただき、ここまで成長する
ことができました」と當銘修一 COOは同社の成
長の要因を語る（写真 1）。同社がメインで製造
するのは主に建設機械部品だが、近年、建設機械
業界も成長。同社の業績も右肩あがりに上昇した。
しかし、その分現場の負担は日増しに増え、生産
管理にも問題が生じるようになった。

写真 1
板金加工だけでなく塗装や
組立までを一貫で行う

実践レポート1

㈱ナカハラ

生産管理システムの活用で「加工状況の
見える化」と「負荷の見える化」を実践
超多品種少量生産の複雑な生産管理に成功

会社概要

会 社 名

Ｃ Ｅ O

代 表 者

本 社

Ｔ Ｅ Ｌ

創 業

従業員数

資 本 金

㈱ナカハラ
代表取締役 中原一郎
代表取締役社長 田中伸洋
〒675－2113 兵庫県加西市網引町字丸山 2001－56
0790－49－3081
1940 年
285 人
9，500 万円
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「生産アイテム数がぐっとあがり、現在の 7，000
アイテム程度をひと月に生産するようになったの
は 2006年頃のこと。それまではおおよそ月に
2，000アイテム程度の生産でしたから、倍以上の
アイテム数になったことになります」生産管理シ
ステムの管理を担う総合センターの生産管理チー
ムマネージャーである河合悠作氏は当時の様子を
振り返る。
長年同社では生産計画をエクセルで管理してい

た。すべてのアイテムの品番を登録した表を作成
し、そこに必要生産数を入力すると、おおよその
納期がはじき出される。それを、月のカレンダー
のような表に「いつまでにこの製品が何個必要か」
のみを書き込み、各工程長に配るのだ。それぞれ
の作業者にわかるのは、「この部品をいくつ、い
つまでに完成させなければならないか」という情
報のみ。あとはそれぞれの作業者が自身の経験則
で「これくらいまでに担当分の加工を済ませてお
けばいいだろう」という判断をし、作業を進めて
いくこととなる。工程長も自身が担当する工程の
生産予定個数と納期を把握しているのみとなる。

仕掛かり品を追いかけて、
工場の中を走り回る

しかし、普段はそれでうまくいったとしても、
一度食い違ってしまうと一転、工程間ごとに揉め
ることとなってしまう。たとえばよく生産管理チ
ームを悩ませたのは「仕掛品の工場内での遭難」
だ。
「各工程は必死に作業をこなして次に回してい
るつもりでも、作業時間がかみ合わず、どうして
も前後工程間で「待ち」の時間が発生してしまい
ます。すると、ひとまず置いておかれた「仕掛か
り品」がいつの間にか工場内で行方不明に。それ
が、特急で加工しなければならない部品だったり
すると、もう大変です」（総合センター浅見好貞
主任）
多品種少量生産の同社工場内ではさまざまな部

品がところせましと保管されている。行方がわか
らなくなった仕掛品を求めて工程長と工場内を走
り回り、パレットを持ち上げ目当ての部品を探す
こととなる。これらのロスタイムのおかげで納期
管理が厳しくなり、結果急遽外部の協力会社に外

注したり、空いている人材や設備をかき集めて突
貫で作業することも増えていった。
また、もう一点、同社の生産管理を難しくして

いたのは、建設機械ならではの発注方法だった。
リーマンショック以降、建築機械メーカーは「売
れるもの」を作る受注生産が中心となっていった。
その分、加工メーカーへの発注数も売れ行きによ
って大きく変動することとなる。
「昔はある程度の「見込み生産」でしたが、リ
ーマン以降は「在庫を持たない」いわば受注生産
に近い発注をいただくようになりました。それ以
前に、3ヶ月単位の内示もいただくのですが、こ
れらは後ほど変わることも多く、その度に生産計
画が変わってしまいます。とはいえ、内示に備え
ないわけにもいかない」（當銘 COO）
受注数が増えるに従い従業員も増え、現場では

混乱をきたすことが増えていった。このままでは
納期を守りきれない。危機感を持った同社は本格
的な生産管理システムを導入することとなった。

「フレクシェ」と「APC 21」
～いまどこで何を作っているのかを追う

同社の生産管理の中で課題であったのはまず、
「何がどこで作られているか」という工場内での
生産状況がわからないということ。また、どの機
械とオペレーターに過度な負荷がかかっているか
が見えないことだった。さまざまソフトを検討す
るなかで最終的に同社が見出したのが「フレクシ
ェ」と「APC 21」の連携だった。
まず、受注情報を「APC 21」に入力する。す

るとそれぞれの加工品に関する品番・名称、納期、
製作数、また「切断」「曲げ」「溶接」「組み立て」
などの各工程の名称、加工納期・作業時間などの
情報が記載された「作業指示書」が発行される。
作業者はこの指示書を確認し、その指示書のとお
り担当の作業を完了させる。その後現場に設置し
たハンディで指示書のバーコードを読み込み、仕
掛品を作業指示書をセットにして次の工程に回せ
ば良い。バーコードが読み込まれた時点で、「APC
21」の管理画面ではその完了した工程の枠に緑色
がつく。「完了」以外にも「作業開始」や「中断」
などでそれぞれ色がつくため、今どの製品がどの
工程まで進んでいるか、どの工程で「どのような
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状況か」は一目瞭然となるわけだ（写真 2）。管
理側はもちろんのこと、各工程長もその状況をタ
ブレットでリアルタイムに把握している。このお
かげで急な生産数の変更や納期の変更があった際
にも、すぐにどこにあるかを把握したうえで、生
産数の変更などに柔軟に対応できる。
「今までは何がどこまで進んでいるか自体がわ
からなかったので、リアルタイムに作業状況を追
いかけられるだけでも随分管理が容易となりまし
た」（浅見主任）
また、作業指示書を出すと同時に、その APC

21から出力した情報を「フレクシェ」に登録す
る。同社では「フレクシェ」を主に「設備の負荷
の見える化」に活用している。
「フレクシェの管理画面では縦軸にそれぞれの
設備と使用者名また資源稼働時間を、横軸に日付
を置き、何日にどの機械にどれだけの仕事が集中
しているかを見える化しています（写真 3）。赤
くなっている部分は仕事がオーバーフローしてい
る部分。つまりその部分は他の日時もしくは空い
たほかの設備にまわすか、それが難しい場合は前
もって外注に出す必要があります。今までは現場
の『なんだか忙しい、このままでは回らなくなる
かも』という感覚のみで判断し外注に出していま
したが、フレクシェのおかげで負荷を俯瞰的に確
認することができ、闇雲に外注に出すこともなく
なりました」（河合チームマネージャー）

現場を巻き込んだ作業標準時間の収集

今まで経験則で回っていた現場に突如生産管理
システムを導入するとなると起こるのが「現場の

反発」だ。
「当初は作業指示書を手に非難や問い合わせが
多かった。大きな不具合があったわけではないの
ですが、一番は「作業標準時間」への不満が大き
かったように思います」（浅見主任）
同社では「APC 21」の製作元である㈱アマダ

の CAD/CAMを使用しており、またタレットパ
ンチプレスやレーザ加工機などもアマダ製のもの
を使用している。そのため、CAD/CAMは「標
準作業時間」を蓄積することができる。そのデー
タを下にそれぞれの作業時間を割り出して、作業
指示書に明記するのだ。しかし、同社は人の手が
介在する溶接や、別メーカー製の 2000 tプレス
による絞り工程、塗装工程など直接作業時間を収
集できない工程も多い。そのため、当初の作業時
間は「APC 21」にひとまず入力した「おおよそ」
の作業標準時間で計算し、割り振られた作業数の
作業指示書が出力されていた。おかげで工程によ
っては 1日ではこなしきれない数となっていたの
だ。
「1度きりの特注品や数年ぶりの発注なども多
いため、すべての加工品の作業時間を予測で割り
出すのは難しい。当初の作業指示書に書かれてい
る作業時間は現実的ではなかったようです」（河
合工場長）
そこで、その状況を逆手に取り、標準作業時間

の収集を現場全体に協力してもらいながら行うこ
とにした。初回品の作業を終えるとバーコードを
読み取って作業完了を報告。その後、作業指示書
をとっておき、そこに実際にかかった作業時間を
書き入れ、工程長の確認を取った上で提出しても

写真 2 工程ごとに色がつくことで現場の状況が
一目瞭然となる

写真 3 飛び出て色がついた部分は「オーバーフロー」
している業務。他の設備や日時、または協
力会社に振り分ける必要がある
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らう。そうすれば簡単にあらゆる工程の「生の」
作業標準時間のデータを収集することができる。
「作業者がそれぞれ自分で報告するため、人情
としてやはりほんの少し余裕を持った時間を書き
入れて提出しているようです。しかし、弊社の受
注状況は変動が大きいためある程度の余裕を持っ
ておくのは重要。あまり問題視はしていません」
（當銘 COO）
自身が申告した作業時間を取り込んでもらうこ

とにより一方的に管理されている感覚がなくなり、
適切な時間と量の仕事をこなすためのツールだと、
現場に認知してもらえるようになった。

流動数曲線への活用で
会社のキャパシティを確認

両ソフトを活用しながら柔軟な生産管理を実現
している同社だがもちろん課題は多い。たとえば
前述のようにその時限りの特注品やカスタマイズ
も多いため標準時間は常に収集し、入力し続ける
必要がある。これは積み重なれば大きな手間にな
ってくる。また、「フレクシェ」でわかった設備
のオーバーフローや、受注状況の変動による変更
は、システムを通してではなく、工程長を通じて
口頭で作業者に伝えている。こちらもすべてシス
テムを通じて自動で完了できれば良いが、そうな
ると何度も何度も作業指示書を更新して発行する
ことになり、作業者が混乱しかねない。現状は、
このままシステムと人の柔軟さを組み合わせた生
産管理を進めていき、今後新たな改良を検討する
方針だ。
「フレクシェと APC 21の活用以来、納期遅れ

はほぼ 0。工場内で仕掛かり品を探すこともなく
なりましたし、在庫も激減しています」と當銘
COOは導入の手ごたえを感じる。また生産管理
システムを導入するということは会社全体の生産
状況のデータを収集できるということ。そのおか
げで、「社のキャパシティ」を把握することがで
きるようになった。
図 4はある工程の「流動数曲線」だ。「流動数

曲線」とは「生産計画数」と「実際の生産数」活
用し、現在の生産能力を折れ線グラフで表現して
いる。同社では「APC 21」で収集したデータを
そのまま活用し、各工程の「流動数曲線」を出力。
工程長が現場の生産状況を確認するツールとして
使用している。
「上部の「生産計画数（予測数）」が下部の「実
際の生産数（実績）」の上に来てしまうと、それ
は「納期遅れ」が発生している証拠。日々収集し
ているデータを流用して会社の生産キャパシティ
を見える化できたのは嬉しいですね」（浅見主任）
劇的な改善を遂げた現場だが、今後の目標は更

なる業務の「平準化」だ。
「フレクシェによってある程度オーバーフロー
した業務を均すことに成功しましたが、まだまだ
一部の設備や作業者に負担が集中しがちです。本
当の理想は全員が同じ時間に作業を追え帰宅でき
ること。更なるフレクシェのカスタマイズで作業
を平準化し、できるだけ外注分も内製化していけ
たらと思います」（河合チームマネージャー）

（編集部）

写真 4 「流動数曲線」。「予測数」の曲線が「実績」
の曲線を上回れば「納期遅れ」の状態となる

左より河合チームマネージャー、當銘COO、浅見主任
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